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おわりに
は じ め に
近年,地球環境問題が大きく取 り上げられ,その具体的な対応策として省
エネルギーがあらためて注目されている。産業部門においてはこれまでかな
りの省エネルギー技術が導入され,実際効率的なエネルギー利用が進められ
てきた。しかし民生部門, とりわけ家庭用においてはエネルギー消費機器の
効率改善は進展しているものの,機器の大型化や多機能化,あるいはライフ
スタイルの変更に伴って需要は増加傾向をたどっている。
ライフスタイルの変更は,様々 な社会 トレンドと表裏一体の関係にある。
それは余暇の充実 。女性の社会進出・個人化 。情報化 。高齢化といったトレ
ンドに対応した生き方の変化である。家庭用エネルギー消費分析においても,
近年こうしたライフスタイルに注目した研究がいくつかなされている。その
多くは実態調査によるデータを元に世帯属性からミクロ的に検討するもので
(*)本稿は第30回日本経済政策学会中部地方大会での報告を基にしている。鈴木利治名古
屋経済大学教授には貴重なコメントを項いた。記して感謝したい。またこれは名古屋学
院大学研究奨励金 (1994年度)を受けた研究成果の一部である。
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ある0。しかし,本稿ではマクロ的なデータから社会 トレンドとエネルギー消
費の関係を分析 しようと試みる。とりわけ,将来的に需要に大きな影響を及
ぼすと想定されるデモグラフィックな要因である高齢化について焦点をあて
る。
1.家庭用エネルギーの特徴と推移
1.1 家庭用エネルギー消費の特徴
(1)総需要に占める位置づけ
1993年度に家庭で消費されたエネルギー量は,国全体で消費したエネル
ギー量全体 (一次エネルギー国内供給)の約 1割を占め,480兆kcalであっ
た (図1-1参照)。 同年の人口は1億2,476万人であるから,家庭用として
年間一人当たり3,850万kcalを消費したことになる。これを灯油に換算すれ
ば,一人当たり年間432リットルの消費であり,一日あたりにすれば,1.2リッ
トル/人。日ということになる(2)。っまり,老弱男女問わず,一人の生活を支
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図1-1 家庭用エネルギーの位置づけ
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(1)例えば,商品科学研究所 (1992),井口他 (1993)など。
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えるのに,平均的に毎日毎日1リットル強の灯油を燃や していることを意味
している。
(2)エネルギー源別エネルギー消費
そこで消費されるエネルギー源は電力 。灯油・都市ガス 。LPG,太陽熱 ,
石炭等である。この構成は,電力38%,灯油27%,都市ガス19%,LPG 15%,
太陽熱2%,石炭等 0.4%である。
それぞれのエネルギー源の供給サイドからみれば,例えば電力は電気事業
者販売量の30%を家庭が占めている。同様に他のエネルギー源では,灯油
52%,都市ガス47%,LPG 43%が,それぞれ家庭用向けに販売されている。
太陽熱は,太陽熱利用の96%を占め,残りが業務用となる。ただし,石炭に
ついては,家庭用販売が占める割合は微々たるものである。
こうしてみると,灯油やガスといったエネルギー供給会社にとって,家庭
用のエネルギー消費が占める位置づけは極めて重要なものになる。
(3)用途別エネルギー消費
家庭用で使われるエネルギーを次のような使用目的・用途に分けてみる。
それらは,暖房 。冷房 。給湯・厨房・動力他である。1993年度のこれら用途
別の構成は給湯が34%と最 も大きく,ついで動力他が30%,暖房27%,厨房
9%である。近年夏場の電力需要増大の主因になっている冷房用途は,家庭
用エネルギーの1%に過ぎない。
使用用途別に即 したエネルギー源をみると,次のような特徴が浮き彫 りに
される。給湯用ではガスが圧倒的なエネルギー源であり,給湯用エネルギー
の62%(都市ガス35%,LPG 27%)を占める。これに続 くのが灯油 24%,
電力7%である。電気温水器を使用 していると考えられる「深夜電力」およ
び「時間帯別電灯」の契約回数は,1994年3月でそれぞれ262万口,32万口
であり,両者合計で294万口である。それゆえ,電力を給湯用として使用し
ている世帯割合は,6.7%である。
(2)以下の分析で用いたエネルギ ・ーデータはエネルギー計量分析センター『エネルギー
経済統計要覧』によった。
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暖房用では,主カエネルギー源は灯油であり,灯油だけで67%を占める。
続いて,都市ガス14%,電力12%,LPG 6%である。とりわけ関東以北の寒
冷地にあっては,灯油は圧倒的な暖房用熱源になっている。また,関東以南
では近年の冷暖房兼用エアコンの普及に伴い,電力のウェイ トが徐々に上昇
している。
さらに,厨房用ではガスが80%(LPG 43%,都市ガス37%)であり,残り
を電力が支えている。 しかし,オー ル電化住宅の普及は1%足らずと推計さ
れることから(住宅統計調査報告,1988),調理用レンジの主熱源は圧倒的に
ガスということになろう。厨房用に使われる電力は炊飯器や電子レンジ等に
限られているのが実態である。
この他の用途である「動力他」および「冷房用」用途に資するエネルギー
源はすべて電力である。
1.2 家庭用エネルギー消費の推移
(1)近年のエネルギー消費推移と背景
家庭用のエネルギー需要は,1980年代を通 じて年率3.4%の伸びを示 し,
徐々にわが国のエネルギー総需要に占める割合を高めてきた。1993年の一次
エネルギー国内供給に占める割合は約 1割であり,最終エネルギー需要部門
合計に対 しては14%の割合を占めている。バブル崩壊後の景気低迷下にある
ここ数年をみても,年率4%を上回る増加率を示 している(図1-2参照)(3)。
この理由は以下である。0核家族化の進展によって世帯数が年率 1.3%と着
実に拡大 していること,(イ)家庭内でのテレビや冷蔵庫,エアコンといった主
要エネルギー消費機器の保有台数が 1家に1台から複数保有の形態をとるよ
うになってきたこと,0機器が大型化 していること,(工)「ながら」や深夜族
など機器の稼働時間が長時間化 していること,0近年は省エネルギー意識が
風化 してしまったこと,などである。
(3)ただし,1994年度は猛暑・暖冬であったために冷房用は増加したものの,暖房用や給
湯用が減少した結果,前年度比ほぼ横違いとなった。本間・山崎 (1995)参照。
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図1-2 家庭用エネルギー消費のエネルギー源別推移
経年的な推移をエネルギー源別に見てゆくと,電力がシェアを拡大してき
たことに気がつく。「動力他用」に資するエネルギー源はすべからく電力であ
る。そのため,家庭用における電力比率は1970年度の25%が1993年度には
38%と上昇している。この理由は,0新しい家電機器の普及,(イ)24時間通電
のタイマーやスタンドバイ機能を持つ機器の増加,(ウ)灯油の暖房機器から電
力を消費するエアコンヘの代替などによる。
さらに, 日本経済が内需主導, とりわけ家計の消費支出に依存する経済構
造に変革しつつあるため,家庭生活に関連する直接 。間接エネルギーのウェ
イトは増加傾向にある。間接エネルギーとは,家庭生活の営みに必要な商品
群を支えるエネルギー消費量のことである。つまり, 日本の産業構造は最終
需要家としての家計にいよいよ重きを移し出しており,それが家庭生活に付
随する間接エネルギー量を大きくしているのである(4)。
時代の トレンドと言われるキーワードの中には,将来のエネルギー消費の
方向を占う幾つかの言葉がある。アメニティー志向,情報化社会,産業の空
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洞化,女性の社会進出,高齢化社会,生活大国……。これらのどれをとって
も,我々 のライフスタイルを変化させ,家庭用エネルギー需要増大の要因に
つながるものばかりである。
快適な住空間の確保のために,床面積を拡大し,空調機器の稼働時間を延
長する。情報化社会は24時間都市を拡張し,情報機器の普及と稼働時間の増
大を助長する。女性が社会に進出して行くことは,家事労働の自動化に拍車
をかけるだろうし,外食頻度を高めていく。高齢者は安全 。快適・クリーン
な電力を好み,在宅時間の長時間化にともなって空調時間の拡大をもたらす。
朝シャンに洗浄便座。快適な生活には大量のエネルギー消費を必要としてい
るということであろう。
こうした時代 トレンドにのって家庭用エネルギー需要はいましばらく堅調
な推移をたどる。そして,電力への依存を高めてゆくことになる。
(2)用途別エネルギー消費の推移
1993年の用途別構成は,給湯用34%,動力他30%,暖房用27%,厨房用
9%,冷房用1%である。これをデータ利用が可能な1965年以降の推移をみ
ると,以下の特徴が伺われる (図1-3参照)。
家庭用エネルギー消費合計に占める構成比が経年的に拡大している用途に
は,①動力他用,②給湯用,③冷房用がある。逆にウェイトを低下させてい
るのは,④厨房用と⑤暖房用である。
① 動力他用
動力他用は,照明や冷蔵庫,テレビ,洗濯機といった家電機器のエネルギー
消費量を示す。この用途の需要は,家電機器の普及とともに着実に増大して
きた。家電機器の購入が所得につれて拡大することから,この分野のエネル
ギー消費量は必需品的な性格というよりも,贅沢品的なエネルギー消費の色
彩がある。機器普及は,現代の情報化や娯楽の多様化,パー ソナルユース化
とともにさらに拡大する傾向にある。
(4)ライフサイクルエネルギーの観点から分析すれば,家庭生活を支える直接・間接両者
の工不ルギー消費量は,1990年では日本の最終エネルギー消費量の77%に相当し,経年
的にその比率を高めてきている。フォーラム・エネルギーを考える (1995)
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図1-3 家庭用エネルギー消費の用途別推移
この用途のエネルギー消費量は1965年の20兆kcalが71年にはその2倍
に拡大 した。さらに,1981年ではその2倍の80兆kcal,そして1993年では
141兆kcalである。
② 給湯用
給湯用エネルギー需要は,都市住宅における内風呂化の進展によって本格
的な増加をみた。それは,1960年代後半からということになる。それ以降は,
風呂に限定されない台所や洗面所のお湯需要の増加,風呂の入り方,シャワー
利用の拡大とともに漸増している。
この用途のエネルギー消費量は1965年では最大の需要用途であり,同年の
それは36兆kcal(構成比34%)であった。この値が2倍になったのは1973
年であり,さらに92年には73年値の2倍になった。
③ 冷房用
冷房用エネルギー需要は,クー ラー・エアコン機器の普及によってもたら
される。エアコンの世帯普及率は1960年ではわずか0.4%であったが,1972
年には10%を超え,1984年には50%を超えた。1993年の世帯普及率は72%
であるものの,台数保有率をとれば148%である。それゆえ,エアコンを保有
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する家庭に限れば,平均 して1家に2台を保有 していることになる。
家庭用エネルギー消費における冷房用の割合は未だ1%足らずであり,家
庭用電力においても年間消費量の3%程度に過ぎない。 しかし,近年におけ
る冷房需要の急増が電力負荷のピーク形成の主要因になっていることから,
電力需給への影響は看過できない。
この用途のエネルギー消費量は1965年では0.4兆kcalであったが, 2年
後の67年には2倍に膨れ上がり,それが4倍になるのにもそれから5年とい
う短期間であった。1993年の消費量は1965年の 13倍である。
④ 厨房用
厨房用エネルギー消費量水準は,1965年の 17兆kcalが74年には2倍の
34兆kcalに至る。 しかし,その後は大 きな増加はなく、1993年でも41兆
kcalであり,74年以降の年平均増加率は1.0%に過ぎない。
この背景には,次のような原因がある。それは,食生活そのものの充実が
それまでの時期におよそ達成されてきたこと,煮炊きをする機器の効率改善
が進められてきたこと,安定成長を向かえた70年代後半からの外食化やレト
ル ト食品の普及進んできたこと,などである。
⑤ 暖房用
暖房用エネルギー需要は,1965年の33兆kcalが70年には2倍強の72兆
kcalと拡大 した。 しかし,その後の増加テンポは緩慢で1993年でも128兆
kcalである。1970年以降の年平均増加率は2.6%に過ぎない。同期間の世帯
増加率は1.7%であるから,世帯当たりの暖房需要の増加率は1%弱というこ
とになる。
この理由は主要な暖房機器の普及が飽和化 していったこと,機器の熱効率
改善が進んだこと,断熱材の普及や高い気密性を持つ集合住宅の割合が増加
してきたこと,などである。火鉢から電気こたつ,石油ス トー ブやガスス トー
ブ,ファンヒーター, さらに近年では冷暖兼用エアコンというように暖房機
器間の代替は頻繁に行われてきた。それらはエネルギー間の代替に影響をも
たらした。
暖房器具の数は増加 し,暖房可能な住空間も拡大 してきた。こうした追加
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的な暖房空間の増加は,暖房用エネルギーの新規需要をもたらしたはずであ
る。 しかし,この限界的な空間における暖房器具の稼働働時間が短いことか
ら,エネルギー需要の量的な効果は少なかったということであろう。
2.高齢者のエネルギー選択
2.1 高齢者の生活時間
高齢化社会の到来が将来の日本社会や経済に及ぼす影響として, しばしば
取 りあげられる問題には,高齢者の介護体制や医療問題,あるいは社会保障
給付のための財政負担問題などがある。また,マクロ経済への影響として,
消費性向や貯蓄の問題,あるいは生産年齢人日の減少にともなう潜在成長力
の低下といったことも指摘されている(5)。
しかし,ここではあくまでも高齢者社会の到来ががもたらすエネルギー消
費への直接的な影響を検討 してゆく。以下では,高齢者世帯の生活行動に注
目して,エネルギー消費との関係を見て行きたい。
総理府の『社会生活基本調査報告 1991年』によれば,高齢者の生活時間は
あきらかに在宅型である。睡眠時間はいうに及ばず,身の回り,食事,テレ
ビ。ラジオの視聴時間といった家庭内に留まりながら過ごす時間が,高齢者
は国民平均に比べていずれも1割から5割大きい (図2-1参照)。
各々の生活行為について在宅・非在宅と判断 しながら,それぞれの時間を
集計 してみると,次のようになる。国民平均の在宅時間は16時間19分(週
平均,男女)であるのに対 して,高齢者のそれは20時間07分である。つま
り2割強ほど長い時間家庭内にとどまっている。
同様な傾向はNHKの『国民生活時間調査 1990年』でも伺われる。それに
よれば,1990年の国民平均の平 日在宅時間は15時間26分であるのに対 し
て,60歳代では17時間53分,70歳代のそれは20時間03分である。起床在
宅時間だけを取 り出してみても,国民平均が7時間53分であるのに対 して,
(5)こうした指摘は経済企画庁 (1991),最近では日本経済研究センター (1995)がある。
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(資料)総理府統計局『社会生活基本調査報告 1991』
図2-1 生活時間の比較
60歳代では10時間04分,70歳代は11時間22分と長い。
こうした在宅時間の長さが空調時間の長時間化をもたらし,エネルギー消
費の増大傾向を招 く可能性は否めない。ただし,現在の高齢者世代は,戦前
戦後の経験から省エネや節約意識は他の世代に比べて高いというアンケー ト
による意識調査報告 もある(6)。
2.2 高齢者のニーズと支出
(1)ニーズ
加齢にともなう身体的な機能低下が新たなエネルギー消費機器のニーズを
形成 している。既に,住宅用のエレベーターなどは発売・普及が始まってお
り, より明るい照明器具や病人介護用品 (例えば電動ベッドや入浴機器)な
匡]F夕平カ
吻置高齢者
(6)例えば, フォーラム・エネルギーを考える (1994)
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ども,開発され普及を始めている。
高齢者は生物学的にも寒さを嫌い,若年層に比べてより暖房を必要とする
と言われる(7)。 加齢は寒さに対する抵抗力を弱くさせ,それが暖房用エネル
ギーを必需品とする。高齢者ほど暖房器具を必需品と認識する傾向があると
いうのは,アンケート調査などからも示されている(8)。そのために,高齢者に
なるほど通電時間が長い電気毛布などの保有率も高くなっている。
同様に視力の低下は照明器具についても, より照度が高いものを必要とさ
せる。読書をするのに必要な明るさは,20歳代を1としたとき60歳代はその
3.2倍もの大きさになるという報告もある(9)。
一方,高齢者の商品選択は次のような傾向があるとされている。それは,
安全性に優れていること,操作が簡単で分かりやすいこと,が重視されると
いう(10)。こうした観点は,高齢者のエネルギー選択において比較的電力が好
まれる実態を説明してくれる。
(2)家計支出
高齢者世帯の家計支出をみると,上のようなニーズが反映されている。
1994年の『家計調査報告』によれば,勤労者世帯平均の消費支出合計が年
間400万円であるのに対して,高齢者世帯 (世帯主年齢65歳以上)のそれは
310万円である。高齢者世帯は平均に比べて23%ほど小さな消費金額という
ことになる。エネルギー消費に関わる光熱費だけを提えても,平均世帯は年
間18万7,177円を向けているのに対して,高齢者世帯は17万4,286円年ほど
の光熱費であり,平均よりも7%ほど小さい。
しかし,両者の世帯人数をみると,勤労者平均世帯は3.47人であり,高齢
者世帯は2.57人である。それゆえ一人当たりに換算して比較すれば,高齢者
世帯は平均世帯に比べて,支出金額合計で5%,光熱費では26%も多くの金
(7)これはラットに関する研究事例であるが,高齢ラットほど寒さへの抵抗力が衰えてい
る。人間―熱環境系編集委員会 (1990)
(8)日本エネルギー経済研究所 (1991)
(9)『住宅性能標準化の調査研究報告書』
(10 経済企画庁編 (1994, a)
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額を支出している。この結果,消費支出合計に占める光熱費の割合は高齢者
世帯の方が平均世帯に比べて大きい。1994年の光熟費割合は全世帯が4.7%
であるのに対 して,高齢者世帯は5.6%となっている (図2-2参照)。
このような傾向は先に述べた高齢者のニーズや在宅時間と深い関係がある
と推測できる。
3。 高齢化社会がもたらすエネルギー消費への影響
3.1需要 関 数
家庭用エネルギー消費の変動を規定する要因は幾つか考えられるが,高齢
化といった社会 トレンドを取 り込んだ形でエネルギーの需要関数を構築して
みる。一般に,財の需要量は所得と価格で決定されるというのが教科書的な
L雪1気κ 躾§ガスκ 艤夕そ
%?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
全世帯 高齢世帯 全世帯 高齢世帯
L____」  |____」
1980        1990
全世帯 高齢世帯
|___」
1994
(資料)総理府統計局『家計調査年報』
図2-2 家計に占める光熱費割合
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需要関数である。その原型を重視するのは言うまでもないが,採用 した需要
関数にはこれに加えて次のような変数も適宜考慮した。
a.基本的な経済的変数
・価格変数 (灯油価格,都市ガス価格,電力価格)
。所得変数 (民間最終消費支出)
。物価水準
b。 世帯 。人口に関わる変数
。世帯数
・世帯当たり人口
C.機器普及に関わる変数
。風呂普及率
・クーラー台数普及率
・厨房用石炭比率
d.機器のエネルギー効率に関わる変数
。家電機器効率指数
・暖房効率指数
e。 社会 トレンドに関わる変数
・高齢者人口比率
・女性有職者人口比率
f.気温に関わる変数
・暖房度日
・冷房度日
所得や価格変数以外に,上のような変数を需要関数に組み込もうとするの
は,次のような理由からである。それは,そもそもエネルギー消費量を規定
しているのは①世帯数,②エネルギー消費機器の保有台数,③その効率,さ
らにはこれら機器の④稼働時間であると考えられ,次の式で示される。
E=″・予#・券・οグ         (1)
ここで,Eはエネルギー消費量,″は世帯数,4グは機器保有台数,3/4グ
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は z・ 機器のエネルギー消費効率,0グはグ機器の稼働時間を示す。
例えば,世帯当たりの人数が増えれば,当然ながら機器の台数も増えよう
し,稼働時間も増加する。さらに,高齢者比率が高まれば,高齢者の在宅時
間が長いことからエネルギー消費機器の稼働時間も増加 して,エネルギー消
費量を増加させる。逆に,女性の社会進出は在宅および家事時間を減少させ ,
家庭用エネルギーに対 しては減少要因に働 く。ただし,その場合は家庭 とい
う場でなく,職場や輸送のエネルギー量を増加させることにつながっている。
さらに,機器の効率は必要な「有効エネルギー」を一定だとしても,実際に
消費される最終エネルギー消費量を変化させる。
上の式の4変数は,それぞれが高齢化という社会 トレンドの影響を受ける
ことは十分考えられる。例えば,高齢化が進展することによって核家族化の
速度は弱まるかもしれないし(世帯人員の減少,世帯数の増加),機器の保有
や当該機器が持つ効率も,高齢者がどのような機器を選好するかによって変
化する可能性がある。稼働時間についても同様である。 しかし,既存統計で
はそうした変化を年齢階層別にデータセットすることは可能でないため,(1)
式の型でのモデル化は試みることができない。
それゆえここでは,左辺に世帯当たリエネルギー消費量をおき,前述 した
諸変数を説明変数として右辺においての推計 となる。
3.2 具体的な関数型
時系列データによる最小二乗法を用いて推計 した需要用途 (暖房,冷房,
給湯,厨房,動力その他)ごとの関数は,次のように示される。なお,以下
に示す式において( )内はt値,AR2は自由度調整済みの決定係数,SDは
標準誤差,DWはダービンワトソン比である。
① 暖房用
推計期間 (1970-1992)
世帯当たり原単位/暖房効率指数=
-5473.12+1420.98*(LOG(民間最終消費支出/世帯数))
(-0.78)  (0.86)
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-334.913*(LOG(灯油価格/CPI))+ .896551*(暖房度日)
(-2.70)               (2.53)
+708.731*(世帯当たり人数)+178.238*(高齢者人口比率) (2)
(0.50)          (1.61)
AR2=.828386 SI)=151.256 1)ヽV=1.25469
左辺の原単位を暖房用効率指数で除しているのは,有効エネルギー概念の
考え方による。所得変数のパラメータが正,価格のそれが負で得られたのは
理にかなっている。高齢者人口比率が1ポイント高 くなることによって,世
帯当たリエネルギー消費量は約 142*103 kcal(現在のほぼ5%)の増加にな
ると推計された (パラメータの178*0.7(現在の暖房効率指数))。
また,世帯当たり人数が増大すれば,当然ながら世帯当たりのエネルギー
消費量は増大するために,この変数につくパラメータは正である。ここでは,
一人増えることによって約 638*103 kcalの増加と推計されている。実際に
は,核家族化の進展によって,世帯当たり人口は減少傾向を辿っているため,
エネルギー消費を押 し下げる要因に働いている。
② 冷房用
推計期間 (1970-1992)
世帯当たり原単位/家電機器効率指数=
-332.8 +76224.7 *(クーラー台数保有率/世帯)
(-0.31)  (1.01)
+0.394492*(冷房度日)
(4.67)
+27.9449*(世帯当たり人数)+19.884*(高齢者人口比率)  (3)(0.10)         (1.13)
AR2=.923464 SD=27.2069 DヽV .47328
冷房需要はクーラーの普及,冷房度日,世帯人数および高齢者人口比率に
よって規定されている。所得変数を関数上に入れていないのは,所得とクー
ラー台数とが多重共線性の問題をもたらしてしまうためである。また,冷房
度日は,気候変化による短期的な需要変動を説明している。高齢化指標につ
いてもプラスのパラメータが得られている。
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③ 給湯用
推計期間 (1965-1992)
世帯当たり原単位=
-7718.6 +68.6193*(風呂普及率)+817.067*(LOG(民間消費支
(-1.97)(7.15)         (0.75)
出/世帯数))
+.2503*(暖房度日)+1564.52*(世帯当たり人数)(1.27)        (1.80)
+192.627*(高齢者人口比率)-66.6251*(女性有職者人口比率)(4)(2.89)          (-2.61)
AR2=.984297 SD=92.9071 1)ヽV=2.24272
民間最終消費支出の変数を除けば,いずれの変数も有意なパラメータが得
られている。とりわけ,風呂の普及率は1960年代から70年代に増加 した給
湯用エネルギー消費増大を説明しているといえよう。 1ポイントの風呂普及
率の増大は世帯当たり68*103 kcalのエネルギー消費量増を導 く。また,高
齢者の増大がここでも給湯用のエネルギー消費量の拡大要因になっている。
これは高齢者の風呂好きを反映 しているということだろうか。逆に,女性の
社会進出は1ポイントの増加で,66*103 kcalの減少をもたらす。
④ 厨房用
推計期間 (1966-1992)
世帯当たり原単位=
1216.5 -1407.16*(石炭等比率)+85.6505*(世帯当たり人数)
(1.59)(-1.61)        (0.57)
-15.1185*(女性有職者人口比率)+ .364434*(一期前原単位)(5)
(-2.3o)             (2.18)
AR2=.877253 SD=36.0418 DW=2.21415推計期間 (1966-1992)
世帯当たりの厨房用エネルギー消費量は1970年代央から減少傾向を辿っ
ている。厨房用エネルギーは食生活と密接に絡んでいるが,70年代央には食
生活はほぼ充実されていたということになろう。それ以降は,この需要関数
においても減少要因のみが変数上に明示されたことになる。石炭等比率を変
数に用いたのは,厨房機器の代替や大型化の代理変数としてである。厨房用
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エネルギー需要関数においては,高齢者人口比率が説明変数として有為では
なかった。
⑤ 動力。その他用
推計期間 (1966-1992)
世帯当たり原単位/家電機器効率指数=
-16287.7 +2605.97*(LOG(民間最終消費支出/世帯))
(-4.58) (2.82)
-472.318*(LOG(電力価格/CPI))+2556.04*(世帯当たり人数)
(-2.58)               (3.18)
-19.6207*(女性有職者人口比率)+796.631*(高齢者人口比率)(6)
(-0.68)              (11.11)
AR2=.996539 SD=84.9552 DW=1.93583
家庭用エネルギー需要の中では,増勢圧力の強い用途がこの分野である。
所得と高齢化がそれを支えていることになる。しかし,実際には所得変数の
中に様々な要因が内包されていると考えるべきであろう。例えば,テレビや
VTR等の家電製品に設置されているスタンドバイ 。｀モー ドの電力消費など
もこれらの内数である。この分野のエネルギー源はすべて電力であるため,
家庭用エネルギー消費の電力化を着実に進展させていることになる。
⑥ 総括
具体的な需要関数は上で見たとおりであるが,それらをまとめると次のよ
うなる。
第一には,高齢化社会は確実に家庭用エネルギー消費を増大させるという
ことである。本分析では,社会 トレンドの代表として1)高齢化および2)
女性の社会進出に関わる変数を取 り上げた。そこでは,高齢者人口比率とい
う変数に得られたパラメータはいずれも有意で, しかも絶対値が大きなもの
が多かった。高齢化の変数は暖房,給湯,冷房,動力その他用といずれの需
要用途にも増加要因となっている。
第二には,女性の社会進出は家庭用エネルギー消費量に対してはマイナス
に働 く力である。これは,女性の社会進出にともなう在宅 。家事時間の短縮
と関係しようが,いずれの需要用途においても負の要因として効いている。
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ただし,繰り返 しになるが,それはエネルギーを消費する場所を家庭から業
務部門や輸送部門へ移転 しているともいうことができよう。
第二には,機器普及の要因は確実にエネルギー消費量を増大させてきた。
ここでは給湯用の風呂と冷房用のクーラーのみがその代理変数であった。そ
れぞれの用途においても,これ以外の適当な指標が採用できれば,さらにそ
の効果は明確になったと考えられる。
3.3要因 分 析
上で推計 した用途ごとのエネルギー需要関数を用いて,これまでのエネル
ギー消費変化の要因を分解してみよう。計量の手法は,需要関数の中に組み
込んだ説明変数の変化実績が左辺のエネルギー需要をどのように変化させて
きたかを計測することになる。
また要因分析の集計にあたっては,個別の式を構成した説明変数に関して,
次のように6つの要因に集約した。それらは,①所得要因 (世帯当たり民間
最終消費支出+器具普及要因),②価格要因 (価格効果+機器効率),③高齢
化要因,④女性の社会進出要因,⑤人口。世帯要因 (世帯当たり人口,世帯
数),⑥気候要因 (暖房度日,冷房度日)である。
各用途についてそれぞれの要因別の寄与度は次の通りである (表3-1参
月貫)。
① 暖房用
暖房用では,1970年から92年の間に4,923*1010 kcalの増加を見たが,所
得要因が+95%の寄与を示し,高齢化要因は+56%,人口。世帯要因が+31%
を占めたと推計された。逆に,価格要因,気候要因がそれぞれ-53%,-17%
となった。
② 冷房用
冷房用では,同期間に663*1010 kcalの増加であった。増加要因は所得要
因で+67%,高齢化要因+32%,人口。世帯要因+11%であり,マイナス要
因としては価格要因が-11%となっている。
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表3-1 各用途の要因集計表 (1970-1992の差)
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用途
要因
暖 房 冷房
10 10kcal
給湯 厨 ,,, 動力他
10^10kcal %
′」ヽ   ‖
4.672
-2,591
2,755
0
1,537
-835
94 9
-52 6
56 0
00
31 2
-17 0
443
-74
212
0
73
2
66 8
-112
32 0
00
110
03
6,936
0
3.423
-1,087
733
-268
65.6
00
32 4
-10 3
69
-2 5
0
443
0
-389
979
0
00
27 9
00
24 5
617
00
8,452
-6.102
8,493
-192
-324
0
83 3
-60 1
83 7
-1 9
-3 2
00
20,503
-8,324
14,883
-1,668
2,997
‐1 100
73 5
-29 8
53 4
-60
10 7
-3 9
5,5391125655 98 99,73792 11,03365 210.326101 727 29097 8
残   差 -616-12 5 11 833 79 552 34 8 -176-1 7 601 22
実   績 4,923100 0663 100 010.570100 01,585100 010 150100 027.89100 0
注)所得+普及は所得要因と器具普及要因の合計
価格十普及は価格要因と機器の効率改善要因の合計
③ 給湯用
同期間の給湯用は,10,570*1010 kcal増加している。要因別の寄与は,所
得要因が66%,高齢化要因が32%,人口。世帯要因が11%と増加方向を招き,
女性の社会進出および気候要因が順に-10%,-3%と減少要因である。
④ 厨房
厨房用のエネルギー消費は同期間で1,585*1010 kcal増加している。人
口・世帯要因が+62%,機器効率の悪化 (大型化)が+28%の増加用であっ
た。女性の社会進出は-25%の減少要因である。
⑤ 動力その他用
動力その他用では,同期間に10,150*101°kcalのエネルギー量が増加し
たが,所得および高齢化要因がそれぞれ+83%,84%と大きな増加要因でっ
た。一方,価格要因が-60%,人口。世帯要因は-3%,女性の社会進出が一
2%と減少要因になっている。
⑥ 用途合計
1970年の家庭用エネルギー消費量は183兆kcalであり,1992年のそれは
462兆kcalであるから,22年間に2.5倍,278兆kcalの増大をみた。この増
加量に対する各要因の寄与度は,次の通りである。
増加要因としては,所得要因,高齢化要因,人口。世帯要因があげられ,
各々の寄与度は所得要因+74%,高齢化要因+53%,人口。世帯要因+11%
/′″―/″アの方を:ξ
増加実績
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の寄与であった。これに対 して,減少要因は価格要因,女性の社会進出要因,
気候要因があり,それらは順に-30%,-6%,-4%の寄与となっている(図
3-1,図3-2参照)。
さらに,高齢化要因だけを取 り出して,用途別の構成をみると,最も大き
く寄与 したのが動力その他用であり,ついで給湯,暖房,冷房という順にな
る。
お わ りに
本稿では,社会 トレンドを意識しながらマクロ的な需要関数を用いて家庭
用エネルギー消費を分析してきた。高齢化の影響は家庭用エネルギー需要増
加の大きな要因となっている。本分析では時系列データを用いて行っている
が,上のような結論付けが正しいか否かは,さらに検証が必要であるかもし
れない。その際,家計調査を用いたクロスセクション,あるいはプールデー
タによる分析が有効であろうと考えている。そのような研究は次の課題とし
たい。
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